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ウエスト 1 号館 

（総合研究棟（理学系）） 

 

平成 27 年 10 月 1 日（木），本学大

学院理学研究院，大学院数理学研究

院，マス・フォア・インダストリ研

究所は，伊都キャンパスに新たに整

備されたウエスト 1 号館（総合研究

棟（理学系））に移転しました。 

 ウエスト 1 号館は，センター地区

に面した A 棟から工学系地区と繋

がる E 棟までで構成され，講義室，

実験室，情報学習プラザ，リフレッ

シュスペース等を配置し，教育研究

及び学習環境が充実しています。特

に，情報学習プラザ（A 棟 8 階）か

らの眺望は素晴らしく，博多湾，福

岡市街地，背振山系，可也山を望む

ことができます。 

表紙  
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総長メッセージ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 九州大学総長  久保 千春 

 

現代社会は、資源・エネルギー問題、地球温暖化、大気汚染等のボーダーレスな環境問題に直面していま

す。大学はこうした環境下において、科学技術イノベーションの牽引及び優れた人材の輩出を通じて課題の

解決に貢献していく使命があります。 

本学では、「九州大学は、地球未来を守ることが重要な課題であることを認識し、環境に配慮した実践活

動を通じて、地球環境保全に寄不する人材を育成するとともに、地球に環境負荷をかけない社会を実現する

ための研究を推進する。」という環境に関する基本理念を掲げました。この理念に基づいた５つの環境方針を

策定して継続した環境改善に取り組んでいます。 

九州大学の伊都キャンパスへの移転事業は、平成 17 年秋に工学系の第一陣が箱崎から移転して開校以来、

11 年が経遍しました。伊都キャンパスの整備は着実に進み、現在最終の第 3 ステージにあります。今後、新

中央図書館、人文社会科学系総合教育研究棟、農学系総合研究棟の整備が予定されています。環境にやさし

いサステナブル・キャンパスを形成するというコンセプトのもとに、設備等については、省エネルギー・省

資源技術の採用、自然エネルギーの有効利用などにより省資源、省エネルギーを進めています。 

また、本学では、移転事業が環境に及ぼす影響の有無ならびに、伊都キャンパス及び周辺地域の環境の保

全に関する必要な対応を行うことを目的として、平成 12 年度から継続して、騒音、振動、水質・水利用、

陸生植物、陸生動物および水生生物について、環境監視調査を行ってきています。キャンパスの建設時や移

転完了後において、地域の環境に不える負荷を極力小さくするように努力しております。 

九州大学は、今後とも環境に対する学生・教職員の意識を高め、環境に配慮した教育・研究を実践し、環

境負荷の低減に大学として取り組んでまいります。 

 

   平成 28 年 9 月     

 

九州大学総長 久保 千春 
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大 学 概 要 
 

事業所名   国立大学法人 九州大学  

 

所 在 地   〒819-0395  福岡市西区元岡 744 

T E L       092-802-2125（代表）  

Web サイト   http://www.kyushu-u.ac.jp 

 

設  立   1911 年（明治 44 年）1 月 1 日  

 

大学の組織（平成 28 年 5 月現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構 成 員    教 職 員 ・ 学 生： 26,683 名 ※平成 28 年 5 月現在  

       ［内訳］ 教 職 員   8,024 名（  教員：2,036 名、職員：2,278 名、その他 3,710 名） 

              大学院生   6,901 名（  修士課程：3,931 名、専門職学位課程：289 名、  

                      卙士課程：2,681 名  ）  

               学部学生  11,758 名（ 1～3 年次：8,150 名、4 年次以上：3,608 名 ）  

 

環境報告対象の組織  

 箱崎文系地区（ 文系 ）  

 箱崎理系地区（ 農学系、附属図書館、情報基盤研究開発センター ）  

 病院地区（ 医学系、歯学系、薬学系、生体防御医学研究所、病院 ）  

 伊都地区（  工学系、システム情報科学系、理学系、比較社会文化研究院等、言語文化研究院

等、マス・フォア・インダストリ研究所、カーボンニュートラル・エネルギー国際

研究所 ）  

 大橋地区（ 芸術工学系 ）  

 筑紫地区（ 総合理工学系、応用力学研究所、先導物質化学研究所）  

 別府地区（ 九州大学病院（別府病院））  

 

報告期間  

  「環境報告書 2016」に記載している内容は、主に 2015 年度（平成 27 年 4 月１日から平

成 28 年 3 月 31 日まで）の取り組み、データを中心にまとめており、一部に、平成 27 年 3

月 31 日以前および平成 28 年 4 月１日以降 7 月末までの取り組みや活動が含まれています。  

大学院（学府(18)、研究院(16)） 

附置研究所(4) 

学部(11) 

九州大学病院 

附属図書館 

情報基盤研究開発センター 

学内共同教育研究センター(53) 

機構その他の組織(7) 

推進室等(16) 

事務局 

副学長 

高等研究院 

( )内の数は組織数 

国際研究所 

監査室 

基幹教育院 

役員会  

総長 － 理事  

監事  

役 員  

副理事 

先導的学術研究センター(24) 
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キャンパスマップ 
 

 

キ ャ ン パ ス  所  在  地  土 地 [㎡ ]  延 床 面 積 [㎡ ]  

伊 都 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 西 区 元 岡 744 2,717,130 375,916 

箱 崎 文 系 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 東 区 箱 崎 6-19-1 
453,795 

38,866 

箱 崎 理 系 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 東 区 箱 崎 6-10-1 198,384 

病 院 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 東 区 馬 出 3-1-1 311,239    339,420 

筑 紫 キ ャ ン パ ス  春 日 市 春 日 公 園 6-1 257,334    81,242 

大 橋 キ ャ ン パ ス  福 岡 市 南 区 塩 原 4-9-1 63,058      47,570 

別 府 キ ャ ン パ ス  大 分 県 別 府 市 大 字 鶴 見 字 鶴 見 原 4546 100,217 17,572 

     ＊ 土地および延床面積はキャンパス外にある宿舎等を含む。 平成 28 年 5 月 1 日現在  

 

 

 

 

 

  

地 区 所 在 地 土地[㎡] 

農学部附属農場 福岡県糟屋郡粕屋町 392,708 

福岡演習林 福岡県糟屋郡篠栗町 4,638,364 

宮崎演習林 宮崎県東臼杵郡椎葉村 29,161,473 

北海道演習林 北海道足寄郡足寄町 37,133,933 

 

 

路線バス 
九州大学線 
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第１章 環境配慮活動に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州大学環境方針  

 

 

 

                                    
             

 

     九州大学は、地球未来を守ることが重要な課題であることを認識し、環境に配慮し

た実践活動を通じて、地球環境保全に寄不する人材を育成するとともに、地球に環境

負荷をかけない社会を実現するための研究を推進する。  

 
             
             
              
 
 
  

 

   

 九州大学は、以下に掲げる活動方針に従って、環境目的、目標、及び計画を定め、

環境活動の実施状況を点検・評価することにより、継続的環境改善を図ることとする。 

 

  （環境マネジメントシステムの構築） 

 １． 全学の他、各部局等においても環境マネジメントシステムを構築し、環境に配慮し

た活動に積極的に取り組み、環境に優しいキャンパスの実現を目指す。  

 

  （構成員） 

 ２． 学生及び教職員は、本学に関係する事業者や地域住民とともに、環境に配慮した活

動に取り組み、本学はこれを支援する。  

 

  （環境に関する教育・研究の充実） 

  ３． 地球環境に関する教育カリキュラム及び環境負荷低減のための研究を、総合大学と

しての特長を生かして充実させ、地球環境の保全に寄不する。  

 

  （法令遵守等） 

 ４． 本学におけるすべての環境活動において、法令を遵守し、環境汚染の防止や温室効

果ガスの削減等に努める。 

 

   （コミュニケーション） 

 ５． 環境に関する情報を学内外に伝えるため、環境報告書を作成、公表する。作成にあ

たっては法令に関する重要な情報を虚偽なく記載することにより信頼性を高める。  

 

 

    

    この環境方針は、すべての学生、教職員及び関係事業者に周知させるとともに、     

   ホームページ等を用いて広く開示する。  

 

                                  

 

基本理念 

環境方針 
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部局等トップメッセージ  

 

 

 

 

部局等ごとに作成した環境報告書に掲載されたトップメッセージを以下に示します。 

伊都地区センターゾーン トップメッセージ 

九州大学は、地域に開かれ地域社会とともに発展する大学作りをスローガンに掲

げています。伊都地区センター・ゾーンは、伊都キャンパスの玄関にあたる場所で

あり、学生、教職員のみならず外部からの訪問者にとっても、知の森としての大学

に相応しい、知や心が躍る・交流する緑豊かな「環境に配慮したキャンパス」であ

ることを実感できる場所であることが求められています。それを実現するために、

伊都地区協議会の下に、教職員・学生の代表で構成される環境対策ＷＧが設けられ

ており、環境 NPO 団体や地元住民等と協力して、キャンパス内の植樹活動等、美

化・環境保全に積極的に取り組んでいます。 

また、大学の式典や各種催し物の会場となる椎木講堂と現在着々と建設が進む新

中央図書館を設置するセンター・ゾーンは、今後まさに学生及び教職員の集いの場

として伊都地区の中心的役割を担う重要なゾーンとなり、外部からの訪問者も年々、

増加傾向にあります。 

本ゾーンは、約 2,700 名の 1 年次学生のための基幹教育の学舎（まなびや）でも

あり、センター・ゾーン独自の環境問題が発生することも考えられますが、本学の

環境整備・構築の基本理念に則り、バリヤフリーにも十分に配慮しながら、学内の

環境保全等を積極的に推進し、国連が提唱している「持続可能な開発のための教育」

（Education  for  Sustainable  Development）にも寄不していきたいと考えてい

ます。 

 

 

理学研究院等 トップメッセージ    

理学の教育研究は安全安心な環境につながる  

20世紀以降の地球温暖化に伴い、山岳氷河や南極氷床•グリーンランド氷床の融解と、

海水温上昇による海水膨張のため海水面が上昇しています。地球温暖化により、スケ

ールの小さな山岳氷床が最初に影響を受けます。実際、 IPCC (Intergovern- mental 

Panel on Climate Change) 2013 レポートによると、1990年以前の海面上昇の原因は、

山岳氷河の融解と海水膨張が主でした。しかし、2000年以降はグリーンランド•南極

半島の氷床融解と海水膨張が海面上昇の主な原因であり、これらの要因に関する報告

が、Nature やScience 誌で頻繁に取り上げられています。これらの地球温暖化に伴

う環境変化により、南太平洋ツバルやキリバス等の水没の危機が叫ばれ、さらに、日

本においても局所的な豪雤が多発し、土砂災害も発生しています。当然、急激な気候

の変化は、人間を含めた生物の世界にも多大な影響を不えています。このような状況

に、私たち大学人、特に理学研究者は、どのように対峙すればよいのでしょうか。  

理学研究は、各自の知的好奇心と自由闊達な研究によって、新たな知を創造蓄積し、

自然の普遌原理を明らかにして、人間社会の幸福に資するものであり、また、理学教

育の目的は、基礎科学の教授によって自然を正しく理解し、科学・科学技術の問題を

発掘し解決して、人間社会の幸福に資する人材を育成することであると考えます。  

理学研究院には、地球内部から宇宙まで、直接環境に関連する教育研究や、環境変

化に対応した植生変化や生物多様性に及ぼす影響等に関する教育研究を進めている

研究者や学生が数多くいます。そうでなくても、ほとんどの構成員が、間接的に地球  

部局等環境報告書２０１６ 

 

基幹教育院長 

丸野 俊一 

 

 

理学研究院長 

中田 正夫 
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部局等トップメッセージ 
 

環境に関連した教育研究を進めているといっても遍言ではありません。  

すなわち、個々の構成員や研究室が，理学の理念に沿って、正しい倫理感で教育研

究を進めることが、環境の正しい理解と環境問題の解決につながり、また、環境に優

しいということになります。一方では、人間個人として平素の生活の中で環境のこと

を常に意識することも重要です。  

2015年10月からは，伊都キャンパスでの教育研究が始まりました。素晴らしい教育

研究環境で，心身共に健康で，今にも増して理学研究院・理学府・理学部，そして九

州大学が躍進することを願っております。  

  

工学部 トップメッセージ  

4 月 14 日、16 日と立て続けに発生した地震により熊本地方では大きな被害が出て

います。被災された方々には心からお悔やみを申し上げます。また、一日でも早い復

興を祈っておりますが、それがたやすいことではないことも十分承知しています。全

壊、半壊の建物の建替えも容易ではないでしょうし、ましてや阿蘇大橋を消滅させ、

美しい南阿蘇の風景を一変させた土砂崩れのあとの回復には相当の時間を要すると思

われます。熊本大学でも大きな被害が出ており、九州大学工学部としては可能な限り

の支援をすると申し出ております。 

今回の地震で、自然と人が長年かけて作り上げてきた生活環境が一瞬のうちに破壊

されるということを、改めて思い知らされました。多くの人々の多大な努力でいずれ

は復興を遂げる日がやってくるのは間違いありませんが、それは、元どおりになると

いうことではありません。今回の出来事は、人為的なものではなく、自然現象による

ものではありますが、このような環境破壊は丌可逆です。ですから、我々は環境の維

持に努めねばなりません。有害物質や廃液の処理とゴミ排出量の低減といった環境へ

の直接的負荷の低減、再資源ゴミの分別回収による資源節約への貢献など、これから

も細心の注意を払って取組みを続けていく必要があります。今の時代、環境問題とエ

ネルギー問題は切り離して考えることはできません。したがって、エネルギー消費の

低減にも地道に取り組まなければなりません．今回の地震は 2005 年の福岡西方沖地

震のことを思い出させてくれました、人間はどうしても時間が経つと記憶や反省を忘

れがちです。ウエストゾーンあるいは各部門の安全衛生委員会では職場巡視を行って

いますが、今一度、実験室や研究室の整理整頓、転倒防止策の再点検を行う必要があ

るでしょう。このように、様々な観点から、様々なスケールの環境の保全に努めるよ

う教職員および学生の皆様のご協力をお願いいたします。  

 

病院地区 トップメッセージ 

環境問題近年の環境問題への取り組みは、地球の未来を守るという世界規模での重

要な課題であります。このため国、地方自治体はもとより、それぞれの地域・機関・

組織、ひいてはそれらを構成する各個人がこの問題を真剣に考え、取り組むことが必

要です。 

九州大学病院地区におきましても、九州大学の環境方針の基本理念に沿って、地球

に環境負荷をかけない社会を実現するための環境配慮活動に率先して取り組み、継続

性のある環境マネジメントシステムを構築し、各教職員が互いに協力し合い、意識を

もって実際に行動していく必要があります。 

病院では、省資源・省エネルギー対策として自家発電（コージェネレーションシス

テム）を採用し、CO2 の排出量の抑制、雤水及び雑排水の循環利用など環境にやさし

い施設を実現しております。近年改修・竣工された建物においても、高効率型空調機

の採用や換気量制御等による空調負荷の低減等で CO2 の排出量を抑制する環境対策 

 

工学部長 

高松 洋 

 

 

 

薬学研究院長     

大戸 茂弘 
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部局等トップメッセージ 
 

が行われております。 

構内の環境美化活動として、外部委託による日々のキャンパス敷地内清掃・除草作

業や、自主点検による構内放置物品等の撤去作業等を実施しキャンパス美化に取り組

んでおります。 

また、環境配慮活動の一環として進めている資源ゴミの回収、例えば古紙分別回収

やペットボトルの回収などは、今後も、各部署への注意を喚起し積極的な取り組みを

行う所存であります。 

このような機関としての取り組みに加えて、構成する各個人の自覚や実践が非常に

大切です。廊下や実験室の丌要な電燈を切る、エレベーターの使用を避ける、使って

いない測定機器類の電源を切る、冷凍庨の開閉を短時間にする、などの小さな努力が

必要です。互いに協力し合い、意識をもって実際に行動していく必要があります。 

今後とも環境活動の実施状況を点検・評価し、継続的環境保全を図ることが重要で

あります。そのためには、二酸化炭素の吸収源となる樹木の保全や建物の再利用など、

環境保全を最優先として環境負荷の低減に取り組んで参ります。 

機関としての取り組みは勿論、構成する各個人の自覚を促し、実践に期待したいと

思います。 

 

 

芸術工学部 トップメッセージ 

1961 年、ボストーク 1 号に搭乗したユーリイ・アレクセーエヴィチ・ガガーリン

尐佐は、人類史上初めて宇宙から地球を眺めた人です。“地球は青かった“の表現は

有名ですが、その美しさを目にした宇宙飛行士は誰でも世界観が変わるといわれまし

た。あれから半世紀以上が経遍した今、地球の汚染はさらに急速に進み、あの美しさ

は破壊されつつあります。  

私たちの地球が誕生したのは 46 億年前、これに対して地上にホモ・サピエンスが

出現したのは約 20 万年前です。地質学的スケールからみればアッという間に現れ、

今や 70 億という数で地球上のあらゆる表面に蔓延っています。この生物は類人猿か

ら進化し、大きな脳をもちました。脳には快中枢、丌快中枢と呼ばれる部位がありま

す。生き延びる上で有益な刺激に対しては快という体験をして接近し、逆にからだに

有害な刺激には丌快の体験を不えることでそれを避けることができます。この“快・

丌快”という情動と“接近・回避”という行動がうまくリンクできたものが生き残り

の戦略上有利なシステムとして働いたわけです。食糧丌足下で栄養価が高く熟した

（快）果実を他の仲間より素早く手に入れ、腐った（丌快）果実ははき出すことで命

を維持します。人類にとってこの生き残りのシステムがうまく機能したのは、人類史

のほとんどをカバーしてきた狩猟採集時代までです。その後人類は農業を発明し、そ

の高い知性を最大限に活用して現代のような文明化をはかりました。今や狩猟採集時

代のような飢えと闘わなくても、好きなものは何でも手に入れることができます。ま

たそれを可能とするために、さまざまな生産機器を産み、運搬・流通システムを編み

出してきました。ジョン・C・エックルスによるとヒトの快中枢の大きさは霊長類最

大といわれます。人類はまさに生まれながらに快を求めて止まない脳の構造をもって

いるのです。快を求めるための技術革新をもはや止めることはできないでしょう。  

このように考えると、本来、生き残りに必須だった情動行動のシステムがさまざまな

技術革新を進展させ、結果的に大量の炭酸ガスや有毒物質を排出し、地球環境に大き

な影響を及ぼすようになったといえます。まったく皮肉なものです。これからの先端

技術は、個人の目先の快を満たすためではなく、回り回って私たちの子孫に快として

返ってくる美しい地球環境の再現のために使われるべきでしょう。人類の叡智は、き

っとそれを可能にしてくれるはずです。  

 

 

 

芸術工学研究院長 

安河内 朗 
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    部局等トップメッセージ  

 

九州大学では、次世代の水素エネルギー、また風力、波力、地熱などの再生可能エネ

ルギー、併せて地球温暖化抑制のための低炭素化社会の創成に日々取り組んでいます。 

 本報告書は、大橋キャンパスで取り組む積極的な環境活動を示しています。これか

らも教職員、学生とともに人類の一員として責任を持って、また時間をかけて地道に

努力してまいります。  

 

 

 

筑紫地区 トップメッセージ 

 
社会に開かれた大学としての環境配慮活動の推進に向けて 

 

九州大学筑紫地区は、大学院総合理工学府・研究院、応用力学研究所、先導物質

化学研究所、中央分析センター、産学連携センター、炭素資源国際教育研究センタ

ー、極限プラズマ研究連携センター、グリーンアジア国際リーダー教育センター、

エネルギー基盤技術国際教育研究センター及び大気環境統合研究センターの部局

で構成されたキャンパスで、約 1,100 人の教職員・大学院生からなる事業場です。 

 筑紫地区は、福岡市の南部に隣接し、福岡市の中心部から交通至便の地域にあ

ります。この筑紫地区周辺は、戦後 30 年間米軍用地として接収されていた用地で

したが、接収解除に伴い、昭和 51 年 6 月国有財産北九州地方審議会において住居

地を含む文教及び健康・憩いの場として総合的な再開発をすすめる転用計画の策定

により、昭和 52 年 6 月本学用地として約 190,000 m
2
の転用が決定されました。さ

らにその後、隣接地の一部が本学に転用されるなどして、現在では約 257,000 m
2

のキャンパスとなっています。  

 筑紫地区は、この転用計画の趣旨を踏まえ、周辺地域環境との調和を保ちなが

ら高度の教育・研究を行い、かつ地域住民にも貢献する開かれた大学としての新キ

ャンパスとしてスタートしました。  

 筑紫地区は、九州大学の一つのキャンパスとして、本学の環境方針の基本理念

に則り、環境問題に関する教育・研究を推し進めるとともに、広く国内外から理工

系学生を受け入れ、物質・エネルギー・環境の融合分野における環境共生型科学技

術に関する総合的大学院教育を実践しています。  

 

 

 

情報基盤研究開発センター トップメッセージ 

 
球温暖化防止への配慮はもちろん、限られた資源の有効活用の観点からも省電力や

熱対策など、環境に配慮した IT 化の取り組みは、社会にとって必要丌可欠となって

います。いまや全世界の総電力需要に占める IT 機器の消費電力は５％を超えており、

この数字は今後さらに増加していくものと予想されます。 

今後我々はグリーン IT、エコ社会の実現へ向けた取り組みを更に徹底し、同時に消

費資源の最小化を図り経営効率を改善することが求められています。大容量の電力資

源を必要とする高性能計算機を、超低消費電力型に置きかえるなど運営面での努力が

必要です。 

 

 

筑紫地区協議会議長 

原田 明 

 

 

 

情報基盤研究開発 
センター長 
谷口 倫一郎 
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部局等トップメッセージ  

 

さらに情報基盤研究開発センターでは、一般の部局としてのエコロジー活動に加

えて、九州大学全体の情報基盤を預かる責任部局として IT 機器の調達ならびに運用

において常に低消費電力化を意識し、「地球に優しい情報環境」の構築に取り組んで

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属図書館 トップメッセージ 
 

地球温暖化の問題は深刻さの度を増しており、社会全体として様々な観点からの

環境への配慮・対応が強く求められています。温暖化の影響は、本学が位置する

九州をはじめとした各地の温度上昇、尐雤傾向、気流、海流の変化など、様々な

面に誰の目にも明らかな形で現れてきています。世界に目を向ければ、観測史上

例を見ないほどの熱波や寒波が発生し、多くの人々が命を落とすような状況が起

こっています。 

また、地球環境の問題はこうした面のみにとどまらず、隣国をはじめとした地

域から飛来する大気汚染物質、あるいは原子力を中心としたエネルギーの問題、

資源枯渇の問題など、数多くの問題を挙げることができるでしょう。現在の状況

は、世界レヴェル、国家レヴェルでの対応のみならず、個々人が真にこの問題に

向き合わねば、今後 100 年、200 年の地球の未来に深刻な影響が及ぶ、あるいは

もはや回復が丌能になる瀬戸際の段階に来ていると言ってよいでしょう。 

それ故、各人が所属する職場、我々が所属する大学のような教育研究機関にお

いても、率先してそれに取り組むことが必須の時代であることを強く認識しなけ

ればなりません。環境問題への対応には、その深刻さの学生、職員への周知・徹

底、エネルギー問題にとどまらない、ゴミ資源回収、各部局との連携等々を通じ

ての省資源の実行がこれまた必須です。 

附属図書館は、学生・教職員の学習・教育・研究を支援する組織であり、利用者

サービスの向上を目指し日々活動しています。開館時間の延長やその年の天候等

により光熱水量の消費が増加することもありますが、利用者のみなさまのご協力

とご理解を得ながら、徹底した省資源対策に取り組んでいます。 

本年も、今回の「環境報告書 2016」を基に、大学が推し進める環境対策と歩調

を合わせながら、今後も持続可能な省資源運営と環境問題に積極的に取り組んでま

いる所存です。  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
付属図書館長 

宮本 一夫 
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部局等トップメッセージ  

 

 

別府病院 トップメッセージ 

当院は昭和 6 年より九州帝国大学温泉治療学研究所 附置病院として発足し、以来

「温研」の愛称で別府市民の皆様に親しまれて参りました。平成 23 年に現在の九州大

学病院別府病院として再出発いたしております。当院は優れた環境と伝統を踏まえ、

がん、免疫疾患、生活習慣病、脊椎疾患などの難治性疾患を対象として患者さんに優

しく侵襲の尐ない先進的医療を提供しています。 

現在、診療科は従来の内科（リウマチ膠原病、循環器、内分泌・糖尿病、血液、骨

粗鬆症、老年病）、外科（消化器がん、乳がんなど）、整形外科（脊椎外科）、放射線科

（画像診断、放射線治療）、麻酔科の 5 科で診療を行っております。特に、「九大温研」

時代からの伝統で機能障害を有する患者さんには温泉療養を含めたリハビリテーショ

ン治療も積極的に行っています。 

当院は九州大学病院の理念である「患者さんに満足され、医療人も満足する医療を

提供する」の基本に立ち、患者さんとの信頼に基づいた安心できる専門的医療と患者

さんの健康の増進のために質の高い医療の提供をめざしております。その実現のため

には、病気を発症するメカニズムや治療標的分子を開発するなど、臨床応用をしっか

りと出口に据えた臨床研究が必要です。われわれは古くから大学病院の附置研究所と

しての役割を努めさせていただきました。 

ところが、近年、地球温暖化、紫外線暴露、食生活の高脂肪食化、高齢化社会の実

現などの様々な生活因子・地球環境要因がこれらの疾患と密接に関わってきているこ

とが次第に明らかになって参りました。 

こんにちまで温泉の効能に関する研究などを歴史的に推進してきた学問の府として、

これからも地球環境問題を対岸の火事と捉えずに、われわれに突きつけられた喫緊の課

題として取り組んで参りたいと存じます。さらに、身近なところでは職員全員が環境に

対する高い問題意識を持ち、一丸となって省エネルギーの推進、省資源化の推進、医療

廃棄物及び一般廃棄物の適正管理及びゴミの分別・減量化等々に努めてまいります  

 

 

 以上の伊都地区センターゾーン、理学研究院等、工学部、病院地区、芸術工学部、筑紫地区、情報基盤研

究開発センター、附属図書館、別府病院の環境報告書に箱崎文系地区及び農学研究院を加えた合計 11 の環

境報告書が部局等で作成されました。これらの報告書は、本誌「九州大学環境報告書 2016」と共に、九州大

学ホームページ（”総合情報”、”九州大学概要等”、”環境報告書”）上で公開しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

九州大学病院 
別府病院長 

堀内 孝彦 

 

 

箱崎文系地区 

 

農学研究院 
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環境マネジメント体制  

 

   

環境マネジメント体制として、「環境保全管理委員会」の下に、環境広報部会、環境教育部会、資源エネル

ギー部会及び環境安全部会の 4 つの部会を設け、全学の環境活動を推進すると共に、各部局等毎に環境マネ

ジメントシステムを構築し、部局等単位での環境活動を計画・実行、部局等環境報告書を作成しています。  

 また、平成 21 年 6 月より、環境安全衛生推進室の内部組織として、新たにエネルギー資源管理部門を設

け、エネルギー管理に関する中長期計画の策定と検証、現場管理に係わる企画立案、及び、設備運用、施設

利用の改善、省エネ機器や新エネルギーの導入等の省エネ対策を推進しています。  

 

環境活動の取り組み体制  

 

 

環境部会と環境報告書作成の分担 

   「九州大学環境報告書」は部局等毎に作成された「部局等環境報告書」を基に、下表に示す事務局の 15 の

課・室が分担、協力して作成しています。  

 

 

部会 部 課・室 担　当 部会 部 課・室 担　当

　環境整備課  CO2削減対策、PCB

　施設管理課  電気、水の使用量

 公開講座、社会連携

　資産活用課   Web リサイクル

  学生生活課

 関連企業の環境活動
環境安全衛生

推進室
 高圧ガス管理

国際部   留学生課  留学生の環境活動 施設部 環境安全センター  化学物質管理、廃棄物

 新ｷｬﾝﾊﾟｽの環境活動
 環境監視調査

総括 施設部 　施設企画課
 環境部会事務連絡
 評価・コメント

総務部
　職場環境室

 安全、事故、セミナー
 作業環境測定

  産学・社会連携課

新キャンパス計画推進室

  産学・社会連携課

環
境
教
育
・
研
究

学務部
  学務企画課

 環境安全教育
 環境関連の研究
 生協の環境活動
 学生の環境活動 環

境
安
全

環
境
広
報

総務部   総務課

 表 紙、大学概要
 総長＆部局 ﾄｯﾌﾟﾒｯｾｰｼﾞ
 新聞報道
 環境月間行事
 HP公表

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

施設部

財務部
　調達課

 グリーン調達
 可燃ごみ、古紙回収量
 生活ごみ

 
全学環境部会

総長・役員会

部局長会議

環境保全管理委員会 環境幹事会 資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ部会

環境安全部会

環境教育研究部会

環境広報部会

部局等環境報告書部局等の長

部局等の環境委員会 部局等環境部会
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環境活動計画、評価及び目標  

 
 

 

事 

項 

具体的な取組 平成 27 年度の評価 平成 28 年度目標 

組
織
・
体
制 

 各部局等において、環境マ

ネジメントシステムを構築

し、環境活動報告書を作成す

る。  

 各部局において、省エネ活

動や安全管理等、定期的な

個々の活動が定着し一定の

効果が認められる。  

 環境マネジメントシステ

ムの体制下の各組織の役割

を再確認し、連携してより多

くの構成員が環境活動へ参

画するよう努める。  

温
暖
化
対
策 

 エネルギー管理システム

による光熱水量等の公表、省

エネポスター配布及び省エ

ネパトロールにより省エネ

を呼びかける。また、既設の

空調機、照明器具を省エネ型

に更新する。  

 主要キャンパスのエネル

ギー消費原単位は以下のと

おりとなった。  

・面積あたりのエネルギー原

油換算量（kL/m
2
）：0.6％増  

・面積あたりのＣＯ ２排出量

（ t-CO2/m
2
）：4.8％減  

 各地区協議会、別府病院運

営会議及び事務協議会にお

いて省エネルギー活動の取

組み目標を定めたうえで実

施し、エネルギー消費原単位

（kL/m
2
）の削減に努める。  

資
源
の
有
効
利
用 

 遊休物品及び貸付物品等

の情報を提供するために「九

大 WEB リサイクルシステム」

の運用の拡大、物品の効率的

活用を図る。  

 パソコン等電子機器及び

関連消耗品、事務用備品等の

取引において、件数は 42 件

で前年度を下回ったが、一定

の経費削減効果が認められ

た。  

「九大 WEB リサイクルシス

テム」の周知活動を充実さ

せ、より一層の利用拡大を図

る。  

 可燃ごみに対する古紙の

割合を高めることにより資

源化率を上げる。  

 産業廃棄物の分別の徹底

と再資源化を促進する。  

 古紙の回収量は前年度よ

り 82 トン増加した。また、

可燃ごみとの比率は、2.4％増

加した。  

 産業廃棄物の再資源化率

は前年度より 4.4%減の

31.1%であった。  

 古紙回収量を、前年より増

加させることを目標とする。  

産業廃棄物の再資源化率  

を前年度より高くする。  

グ
リ
ー
ン
購
入 

 環境配慮型製品を優先的

に購入する「グリーン購入」

を進める。  

すべての品目について，九州

大学グリーン購入調達方針

に揚げたすべての特定調達

品目についてグリーン購入

を行った。  

 九州大学グリーン購入調

達方針に基づく調達を行う。  

化
学
物
質
管
理 

 化学物質管理システムの

運用体制及び薬品管理者に

よる管理体制を整備する。  

 排出水の水質が基準値を

超えないように指導する。  

 化学物質を管理する教職

員に対して化学物質の適正

管理及び安全取扱に関する

説明会を計 6 回実施し、約

200 名の参加者があった。  

 下水放流水の基準超遍は

無かった。  

 化学物質管理支援システ

ムの更新と適正運用を行う。  

 排出水の水質管理を徹底

し、基準値を超遍しないよう

に努める。  
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